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算から付けることになりました。 
けなければならないのは「継続企業の前
疑義を生じさせる事象」を有する会社で
企業の前提に重要な疑義を生じさせる事
貸借対照表で債務超過であること、損益
続的な赤字であること、キャッシュフロ
営業キャッシュフローが継続的にマイナ
と、などを典型としていくつかあります。
はこの事象に該当すれば、事態を解消す
応策や経営計画があっても「継続企業の
の注記」を付けることになっていました。
回の改正では、事象に該当しても、経営
る対応策を検討し、その対応策の確実性
断できれば、注記を付けなくてもよいこ
した。ただし、財務諸表の注記としては
が、有価証券報告書や決算短信のリスク
業等のリスク」に記載しなければなりま

 
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
ある会社であれば、すべて注記が付され
っていましたが、変更後は確実性の高い
する会社は、その対象から除かれます。
、注記を付けられた会社は事態がより深
社に限定されます。その一歩手前の危う
あるが、実行可能な合理的な対応策はあ
れる会社は注記対象からは外され、リス
てその旨が記載されることになります。 
は、危ない会社の判断が二段階に分かれ
スク情報」記載の会社は軽症、「注記」記
重症となります。ただ、経営者が提出す
合理性なり実現可能性をどのように判断
査人にとって悩ましいようです。どうし
注記」ではなく、「リスク情報」になるか
を確立するためには、相応の実績の積み
となると思われます。 
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